
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 206¶412¶298 49¶119¶000 0 255¶531¶298 96¶682¶581 24¶105¶500 158¶848¶717

構 築 物 9¶574¶365 660¶345 0 10¶234¶710 3¶501¶048 606¶239 6¶733¶662

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 及 び 装 置 393¶840¶079 5¶207¶790 11¶287¶710 387¶760¶159 292¶478¶972 31¶618¶959 95¶281¶187

車 両 運 搬 具 8¶213¶297 0 0 8¶213¶297 7¶391¶968 0 821¶329

工 具 器 具 備 品 884¶503¶065 57¶799¶323 5¶184¶257 937¶118¶131 723¶340¶068 40¶094¶550 213¶778¶063

計 1¶502¶543¶104 112¶786¶458 16¶471¶967 1¶598¶857¶595 1¶123¶394¶637 96¶425¶248 475¶462¶958

建 物 4¶990¶800¶659 0 34¶689¶700 4¶956¶110¶959 2¶205¶117¶118 97¶611¶323 2¶750¶993¶841

構 築 物 155¶970¶000 0 0 155¶970¶000 101¶587¶982 3¶956¶240 54¶382¶018

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 機 械 及 び 装 置 726¶565¶716 0 0 726¶565¶716 653¶909¶149 58¶500 72¶656¶567

工 具 器 具 備 品 201¶496¶252 0 1¶422¶622 200¶073¶630 180¶066¶252 0 20¶007¶378

計 6¶074¶832¶627 0 36¶112¶322 6¶038¶720¶305 3¶140¶680¶501 101¶626¶063 2¶898¶039¶804

平
成

™
š
年

˜
—
月

š
˜
日
月
曜
日

(
号
外
第

™
š
œ
号
)

官
報

] 一般管理費の一部については、期間進行基準〈同基準注60の第２項]〉を採用しております。
^ 人件費のうち退職金を除く金額、研究業務費及び一般管理費の一部については、費用進行基
準〈同基準注60の第２項^〉を採用しております。

２ 減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産

定額法を採用しております。
耐用年数については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40. 3.31大蔵省令第

15号）」を基本としております。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当額については、損益
外減価償却累計額として資本剰余金から控除しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、特許権については、特許権の有効期間に対応した償却計算をしております。

３ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役員及び職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされているため、
退職給付に係る引当金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都合退職
金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品については、最終仕入原価法を採用しております。

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資に係る機会費用の計算に使用した利率は、国債利回りを参考に1•255％を適用して

計算しております。
６ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
７ 会計方針の変更

該当事項はありません。

重要な債務負担行為
東日本大震災の影響による納期の遅れで、翌年度以降に支払いを予定している債務負担行為額が

1¶195¶020円あります。
当法人は、ＰＣＢを含む安定器等を機器より取り外し、別途保管しており、将来において当該安定
器等の廃棄料が37百万円（概算額）かかる予定です。
重要な後発事象
該当事項はありません。
注記事項
１ 貸借対照表関係
\ 運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は389¶333¶943円です。
] 減損の認識
当事業年度で減損の兆候を認識したものはありません。

２ キャッシュ・フロー計算書関係
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 481¶244¶128円
資金期末残高 481¶244¶128円
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３ 行政サービス実施コスト計算書
行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
期首：9¶833¶084¶980－3¶255¶991¶408＝6¶577¶093¶572

期末：9¶833¶084¶980－3¶364¶337¶559＝6¶468¶747¶421

（期首＋期末）×１／２＝6¶522¶920¶497

6¶522¶920¶497×1•255％＝81¶862¶652

４ 金融商品に関する注記
当法人は、独立行政法人通則法第47条第１項第２号に定められている預金により運用を行っ
ています。
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